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議案第　　号

　　　令和２年度恵庭市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額を、歳入歳出それぞれ　２７，２１６，０００　千円と定める。

　２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表　歳入歳出予算」による。

　（債務負担行為）

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は「第二表　債務負担行為」による。

　（地方債）

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第三
　表　地方債」による。

　（一時借入金）

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００，０００千円と定める。

　　令和２年２月２１日　提　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　恵庭市長　　原　田　　　裕

令 和 ２ 年 度 恵 庭 市 一 般 会 計 予 算

－　3　－



－　4　－



－　5　－



－　6　－



－　7　－



（単位　千円）

事                          項 期                 間 限    度    額

　 令和２年度マイナンバーFW更新事業 令和３年度～６年度 3,989

 　令和２年度多目的交通車輌整備事業 令和３年度～８年度 24,690

 　令和２年度電話交換機設備更新事業 令和３年度～６年度 30,583

　 令和２年度観光推進事業 令和３年度～６年度 52,412

 　令和２年度フォークリフト購入事業 令和３年度～８年度 3,284

 　令和２年度雪堆積場整地雪割委託事業 令和３年度 2,844

 　令和２年度市営住宅浴槽等設置資金貸付に係る損失補償 令和２年度～７年度 600

　 令和２年度図書館システム更新事業 令和３年度～６年度 48,322

第二表　債 務 負 担 行 為
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　　　　　　　　　　 （単位　千円）

起   債   の   目   的 限   度   額 起債の方法 利　率 償　　還　　の　　方　　法

 　　　以内

無 線 放 送 施 設 整 備 事 業 債 5,800 普 通 貸 借 ５．０％  １．償還年限は、据置期間を含め30

施 設 周 辺 地 域 対 策 事 業 債 12,200 又      は  　年以内とし、償還は毎年度２期元

上 水 道 事 業 出 資 債 13,900 証 券 発 行 (ただし、利率  　利均等償還とする。

一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債 3,600 見直し方式で  　　ただし、特別の融資条件の定め

道 営 農 地 整 備 （ 経 営 体 育 成 型 ） 事 業 債 21,000 借り入れる資  　があるときはその条件による。

花 の 拠 点 整 備 事 業 債 368,000 金について、

道 路 橋 梁 整 備 事 業 債 376,600 利率の見直し  ２．市財政の都合によって償還期限

公 園 管 理 事 業 債 18,000 を行った後に  　を短縮し、若しくは繰上げ償還を

市 営 住 宅 改 修 事 業 債 800 おいては、当  　し又は低利債に借換することがで

島 松 駅 バ リ ア フ リ ー 化 等 事 業 債 111,700 該見直し後の  　きる。

消 防 施 設 整 備 事 業 債 40,400 利率）　　　

地 区 会 館 改 修 事 業 債 6,900

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 債 82,800

臨 時 財 政 対 策 債 703,000

第三表　地　方　債
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一 般 会 計 予 算 説 明 書
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金         額 構成比 金         額 構成比 金         額 増減率

 　１．議 会 費 238,553 0.9% 224,914 0.8% 13,639 6.1%

 　２．総 務 費 3,829,772 14.1% 2,976,087 10.9% 853,685 28.7%

 　３．民 生 費 10,824,540 39.7% 10,897,153 40.1% △ 72,613 △ 0.7%

 　４．衛 生 費 2,071,303 7.6% 2,992,212 10.9% △ 920,909 △ 30.8%

 　５．労 働 費 25,124 0.1% 31,871 0.1% △ 6,747 △ 21.2%

 　６．農 林 水 産 業 費 496,759 1.8% 669,169 2.4% △ 172,410 △ 25.8%

 　７．商 工 費 1,178,681 4.3% 643,218 2.3% 535,463 83.2%

 　８．土 木 費 3,284,954 12.1% 3,431,093 12.5% △ 146,139 △ 4.3%

 　９．消 防 費 983,920 3.6% 940,771 3.4% 43,149 4.6%

 １０．教 育 費 1,918,768 7.1% 2,230,508 8.1% △ 311,740 △ 14.0%

 １１．災 害 復 旧 費 2 0.0% 2 0.0% 0 0.0%

 １２．公 債 費 2,358,624 8.7% 2,332,002 8.5% 26,622 1.1%

 １３．職 員 費 0 － 0 － － －

 １４．予 備 費 5,000 0.0% 5,000 0.0% 0 0.0%

27,216,000 100% 27,374,000 100% △ 158,000 △ 0.6%

※この表は職員費に一括計上した給与費を関係各款に組替えたものである。　　 　 　　　　  　　　　　　　（単位　千円）

比　     　　　　　較

歳　出　合　計

職 員 費 を 含 め た 款 別 内 訳

款
本  年  度  予  算  額 前 年 度（当初）予 算 額
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